島根県特例子会社等設立支援事業助成金交付要綱
（目的）
第１条　島根県特例子会社等設立支援事業助成金（以下「助成金」という。）は、県内に特例子会社又は重度障害者多数雇用事業所（以下「特例子会社等」という。）を設立した場合に、その設立に係る経費の一部を助成することにより、特例子会社等を設立することを促進させ、もって障がい者の安定的な雇用の確保・一般就労機会の拡大を図ることを目的とする。
（通則）
第２条　助成金の交付に関しては、島根県補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）（以下「規則」という。）の規定によるほか、この要綱に定めるところによる。
（用語の定義）
第３条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。
（１）親事業主　障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号。以下「法」という。）第44条第１項の親事業主をいう。
（２）特例子会社　法第44条第１項の子会社で、同条同項の規定により、法第43条第１項及び第７項の規定の適用について、当該子会社が雇用する労働者を当該親事業主のみが雇用する労働者と、当該子会社の事業所を当該親事業主の事業所とみなされる株式会社をいう。
（３）重度障害者多数雇用事業所　障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則（昭和51年労働省令第38号）第22条第１項第１号に該当する事業所をいう。
（助成の対象）
第４条　この要綱において助成の対象とする者は、次の各号のいずれかに該当する事業所を新たに県内に設立する者とする。
（１）当該年度において県内で特例子会社として、法第44条第１項の認定を受けた者。
（２）当該年度において重度障害者多数雇用事業所の設置を完了し操業を開始した者。
（助成の対象経費）
第５条　この助成金の対象は、次の表に掲げる特例子会社等の設立等に係る事務経費であって、実際に要したものとする。
	経費区分
	内　　訳

	設立プラン策定に要する経費
	・業務内容、労務管理等について外部専門家に意見を求めた場合の費用（謝金、手数料、負担金、費用弁償）
・設立に際し、必要な社員研修に係る費用（謝金、手数料、負担金、旅費）
・コンサルティング費

	先進企業の視察に要する経費
	・先進企業の見学に伴う受入企業に対する謝金・手数料・負担金
・調査旅費

	株式会社設立に要する経費

	・定款の認証印紙代
・定款認証手数料
・定款の謄本交付手数料
・資本払込事務取扱手数料
・資本払込金保管証明書手数料
・登録免許税（既存の事業所を特例子会社等にする場合の認定に係る経費を含む。）
・全部事項証明書（謄本）手数料
・個人の印鑑証明書手数料
・会社印鑑証明書手数料

	官公署への手続き等に係る行政書士等に対する報酬
（既存の事業所を特例子会社等にする場合の認定に係る経費を含む。）
	・株式会社設立に係るもの
・社会保険適用申請に係るもの
・労働保険適用申請に係るもの
・労働保険成立届に係るもの
・就業規則その他の規則の作成に係るもの

	障がい者である従業員の採用に係る経費

	・採用面接・説明会の会場使用料
・採用面接・説明会に係る社員旅費
・採用面接・説明会に係るパンフレット作成代金

	設立に伴う準備室等に係る経費
	・設立準備室等賃借料
・不動産周施料
・事務用品リース料
・車リース料
・駐車場料金
・設立準備に係る社員旅費

	その他
	上記に掲げるもののほか、知事が特に必要と認める経費


（助成金額）
第６条　助成金の額は、前条の対象経費に２／３を乗じた額（千円未満切り捨て）とし、3,000千円を上限とする。
（事前協議）
第７条　助成金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、助成を受けようとする事業を開始する前までに、島根県特例子会社等設立計画書（様式第１号。以下「設立計画書」という。）に島根県特例子会社等設立計画内訳書（様式第１号の２）を添付して知事に提出しなければならない。
２　知事は、前項の設立計画書を受理した場合において交付対象と認める場合は、当該申請主に対し、通知するものとする。
３　申請者は、前項の通知を受けた後に次の各号のいずれかに該当する場合には、島根県特例子会社等設立計画変更（中止）承認申請書（様式第２号）を知事に提出しなければならない。
（１）事業に要する経費の配分の変更（各経費区分ごとのいずれかの額の30％を
超える変更）をするとき
（２）補助事業等の内容の変更をするとき
（３）補助事業を中止し、又は廃止するとき
４　知事は、前項の変更（中止）承認申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、当該申請者に対し、通知するものとする。
（交付申請）
第８条　申請者は、法第44条第１項に定める厚生労働大臣の認定を受けた日（重度障害者多数雇用事業所の場合は、事業所の設置を完了し操業を開始した日。以下「認定日」という。）から起算して30日を経過した日までに、島根県特例子会社等設立支援事業助成金交付申請書（様式第３号）（以下「申請書」という。）に以下に掲げる書類を添付して、知事に提出するものとする。
（１）島根県への事業協力確認書（様式第３号の２）
（２）第５条に規定する経費を支払ったことを証する書面の写し
（３）定款の写し
（４）全部事項証明書
（５）親事業主及び特例子会社について、法第44条第１項に規定する厚生労働
大臣の認定を受けたことを証する書面の写し
（６）事業所概要の分かるパンフレット
（７）労働者名簿の写し
（８）障がい者が就業中の写真
（９）その他知事が必要と認める書類
２　申請者は、前項の助成金の交付申請をするに当たって、当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た額の合計金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請を行わなければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。
（実績報告）
第９条　事業が完了したときに規則第10条の規定により知事に提出する実績報告書は、申請書の提出をもって、これに替える。
（交付決定及び額の確定）
第10条　知事は、前条の報告があった場合には、必要な検査を行い、その報告に係る助成事業の実施結果が適正であると認めたときは、助成すべき助成金の交付決定及び額の確定をし、申請者に通知するものとする。
（申請の撤回）
第11条　知事は、前条の規定により通知をする場合において、申請者が交付決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、当該通知受領後７日以内に申請の撤回をすることができる旨を通知する。
２　申請者は、前項に規定するほか、交付申請後に申請を取り下げようとす
るときは、遅滞なくその旨を記載した書面を知事に提出しなければならな
い。
（帳簿等の保管等）
第12条　助成金の交付を受けた者は、助成事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整理し、助成金の交付を受けた年度終了後５年間は、これを保管しなければならない。
２　助成金の交付を受けた者は、前項に規定する書類の保存期間が満了しない前に解散する場合は、その権利義務を継承する者に当該証拠書類を引き継がなければならない。
（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定）

第13条　知事は、第８条第２項ただし書の規定による交付の申請がなされた場合において、助成金の額の確定前に消費税及び地方消費税の申告により助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定したときには、助成金の額を確定する際に当該仕入控除税額を減額して助成金の額を確定するものとする。

２　申請者は、助成金の額の確定後に消費税及び地方消費税の申告により助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、「島根県特例子会社等設立支援事業助成金に係る消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書」（様式第４号）を知事に提出しなければならない。

３　知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全額又は一部の返還を命ずるものとする。
（助成金の取消等）
第14条　知事は、第８条に規定する申請の内容に偽りがあることが判明した場合は、助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができるものとし、既に助成金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずることができるものとする。
（各種助成金等との併給調整）
第15条　助成事業に要する助成対象経費のうち、国及び県からの公的な補助及び助成金等の交付を受けるものについては、本事業との併給はできないものとする。
（助成事業の検査等）
第16条　知事は、助成事業の適正を期するため必要があるときは、申請者に対し報告を求め、又は職員に事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができるものとする。
　（その他）
第17条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項については別に定める。
　　　附　則
　（施行期日）
この要綱は、平成22年10月15日から施行することとし、同日以降に法第44条第１項の認定を受けた者、又は重度障害者多数雇用事業所の設置を完了した者について適用する。
　(施行期日)

　この要綱は、平成28年5月24日から施行し、平成28年4月1日から適用する。
(施行期日)

　この要綱は、令和４年２月４日から施行する。
